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南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

資料編 

１．本町の概況 

（１）本町の位置 
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南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

（２）気候・気象 

１）気温、湿度、降水量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）年間の気温、湿度、降水量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：平成 30 年度版 統計はえばる 
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南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

（３）人口、世帯数の推移 

 

 

 

 

 

  

年

人口数(人)

増加率

世帯数（戸）

増加率 10.3% 2.4% 2.7%

13,793 15,211 15,579 15,995
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令和３年１月末
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資料：住民基本台帳 
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南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

（４）産業、就業構造 

１）就業者数及び産業別人口の推移 

 

 

 

 

  

第１次産業 第２次産業 第３次産業 合計 就業者数

639 2,884 10,964 14,487

4.4% 19.9% 75.7% 100.0%

580 2,439 11,264 14,283

4.1% 17.1% 78.9% 100.0%

564 2,462 12,449 15,475

3.6% 15.9% 80.4% 100.0%

26,855

28,278

29,837

平成17年

平成22年

平成27年

資料：平成 30 年度版 統計はえばる 

 

資料：平成 30 年度版 統計はえばる 
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南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

２）産業別就業者数 

 

 

 

 

 

  

産業部門 業種 就業者数 割合 小計 割合

農林 551 3.4%

漁業 13 0.1%

建設業 1,483 9.0%

製造業 977 6.0%

鉱業、採石、砂利採取 2 0.0%

電気、ガス、熱供給水道 125 0.8%

情報通信業 399 2.4%

運輸・郵便業 714 4.4%

卸売・小売業 2,367 14.4%

金融・保険業 322 2.0%

不動産・物品賃貸業 335 2.0%

学術研究、専門・技術

サービス
562 3.4%

宿泊、飲食サービス 808 4.9%

生活関連サービス 601 3.7%

教育、学術支援 1,061 6.5%

医療・福祉 2,868 17.5%

複合サービス 207 1.3%

サービス 1,161 7.1%

公務 919 5.6%

分類不能 分類不能 915 5.6% 915 5.6%

合計 100% 16,390 100%

3.4%

15.0%

76.0%

第１次産業
564

第２次産業

2,462

第3次産業

12,449

農林, 
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漁業, 13

建設業, 
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運輸・郵便業, 714

卸売・小売業, 2,367

金融・保険業, 322

不動産・物品賃貸業, 335

学術研究、専門・技術サービス, 562宿泊、飲食サービス, 808
生活関連サービス, 601

教育、学術支援, 

1,061

医療・福祉, 

2,868

複合サービス, 207

サービス,

1,161

公務, 919

第１次産業,564

第２次産業,2462

第3次産業,12,449
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16,390人

資料：平成 30 年度版 統計はえばる 
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南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

２．リスクシナリオごとの脆弱性評価結果 

 

１-１ 市街地での建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災によ

る死傷者の発生、学校や社会福祉施設、商業・観光施設等の不特定多数が集まる施

設の倒壊・火災 

①大規模災害対応力の強化 

県内における相互応援による広域的支援体制の強化及び防災基盤としての災害対策本

部の機能強化や救急搬送の対応力を向上させる必要がある。 

避難誘導体制の強化のため、各種災害の発生を想定したハザードマップの見直し等が重

要である。 

【総務課・国保年金課】 

 

②地域防災組織の拡充、消防力の強化 

消防防災体制について人的・物的両面において強化及び、救急搬送の増加に対応できる

体制を構築する必要がある。 

また、想定を超える災害においても人命が守られるよう、避難等に資するソフト対策の

充実が必要である。 

【総務課・東部消防組合】 

 

③緊急物資輸送機能の確保、密集市街地等の整備改善と避難地の確保 

災害発生時には、住民が迅速かつ適確な避難行動をとることが重要であり、避難場所や

避難経路の確保が求められる。 

【総務課・まちづくり振興課・都市整備課・区画下水道課】 

 

④公共施設等における耐震化対策の推進、学校施設の耐震化対策の推進、社会福祉施設等の

耐震化 

自然災害から町民の生命と財産を守るため、予防的対策を含む生活基盤の機能維持・強

化や地震対策等の防災・減災対策に取り組む必要がある。 

大規模な地震発生の際に災害応急対策の拠点や避難所となる庁舎、消防署、学校の体育

館、社会福祉施設等の建築物及び多数の者に危険が及ぶおそれのある建築物については、

耐震診断・改修等を進めていく必要がある。 

【総務課・企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課・こども課・ 

国保年金課・教育総務課・区画下水道課・生涯学習文化課】 

 

⑤民間住宅・建築物等の耐震化促進 

沖縄県は、台風常襲地帯であること等の地域性から鉄筋コンクリート造の住宅が多く、

木造住宅と比較して耐震診断・改修費用が高く所有者負担が大きいことから民間住宅の耐

震化が立ち遅れている。 
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南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

緊急輸送道路や避難路の沿道にある民間特定建築物については、災害時における多数

の者の円滑な避難、救急、消防活動の実施等の観点から耐震化を促進する必要がある。 

【まちづくり振興課・都市整備課】 

 

１-２ 異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水 

①治水対策 

自然災害から町民の生命と財産を守るため、予防的対策を含む生活基盤の機能維持・強

化や治水対策等の防災・減災対策に取り組む必要がある。 

【総務課・まちづくり振興課・都市整備課】 

 

②都市の浸水対策 

都市部における土地の高度利用等による雨水浸透量や貯留能力の減少が雨水流出量の

増大を招き、既設の排水設備では、十分な雨水排除が出来ない地域がある。 

【まちづくり振興課・都市整備課・区画下水道課】 

 

１-３ 大規模な土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生のみならず、後年度に

わたり町の脆弱性が高まる事態 

①土砂災害対策 

自然災害から町民の生命と財産を守るため、予防的対策を含む生活基盤の機能維持・強

化や治水・土砂災害対策等の防災・減災対策に取り組む必要がある。 

土砂災害の発生源対策、当該地域における宅地等の開発抑制や警戒避難体制の整備に取

り組む必要がある。 

【総務課・保健福祉課・まちづくり振興課・都市整備課】 

 

１-４ 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生 

①防災情報システム等の拡充強化 

町民、観光客等への迅速な情報提供として、災害用情報通信手段（代替手段、冗長性、

電源）の確保及び定期的な点検、情報通信機器を充実させるなど、情報提供手段の多様化

を促進する必要がある。 

【総務課・企画財政課・産業振興課】 

 

②地域防災組織の拡充（再掲） 

地域内で情報伝達の不備等により避難行動が遅れることのないよう、地域防災組織の

拡充に着実に取り組む必要がある。 

【総務課】 
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南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

 

１-５ 防災意識の低さによる避難行動の遅れに伴う死傷者の発生 

①避難方法の周知、避難訓練の実施、警戒避難体制の整備、防災情報システム等の拡充強化

（再掲） 

津波の浸水被害や豪雨時の土砂災害等による死傷者の発生をできる限り抑えるため、町

民一人ひとりが地域の災害危険性を知り、避難方法を把握しておく必要がある。 

災害時に適切な避難行動をとれるように、日頃から訓練を実践し、スムーズに避難でき

るか、問題点への対応策等を確認しておくことが必要である。 

緊急避難の必要性を確実に情報伝達するため、警戒避難体制の確保とともに、多重性の

ある防災情報伝達手段の構築が必要である。 

【総務課・企画財政課・産業振興課・まちづくり振興課】 
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南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

 

２-１ 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 

①災害時における事業者等との連携強化 

県内における相互応援による広域的支援体制の強化が必要である。 

【総務課・産業振興課・まちづくり振興課】 

 

②緊急物資輸送機能の確保（再掲） 

被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給が長期停止することのないよう、緊

急輸送機能の確保に着実に取り組む必要がある。 

【総務課・まちづくり振興課・都市整備課･区画下水道課】 

 

③水道施設の耐震化対策 

被災時においては、広範囲かつ長期にわたる断水の発生が予測されることから、老朽化

施設の計画的な更新、耐震化を南部水道企業団に働きかける必要がある。 

【総務課・南部水道企業団】 

 

④上水道の整備 

ライフラインである上水道の整備については、安全な水道水を将来にわたって安定的に

供給するため、今後の水需要や水質の安全性を確保するとともに老朽化した施設の計画的

な更新、耐震化を南部水道企業団に働きかける必要がある。 

【総務課・南部水道企業団】 

 

２-２ 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生 

①公共施設等における耐震化対策の推進（再掲）、緊急物資輸送機能の確保（再掲） 

地震により道路や通信施設が被災し、長時間、外部からの救援が不能となる事態が予想

されることから、孤立化等に強い施設整備及び孤立化等に強い人づくりに取り組む必要が

ある。 

生活基盤を維持・強化及び孤立化等に強い施設整備などとして、孤立防止に重要な道路

など公共施設等における耐震化対策の推進、緊急物資輸送機能の確保に着実に取り組む必

要がある。 

【総務課・企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課】 

 

②地域防災組織の拡充（再掲） 

孤立化等に強い人づくりについては、初期消火、避難対策、救助・救護等を地域の組織

力で自主的に対処できるよう、地域における防災力の向上として、町民の防災意識の向上、

防災教育の推進を図るとともに自主防災組織の結成促進を図る必要がある。 

【総務課】 
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南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

③防災情報システム等の拡充強化（再掲） 

孤立集落等においても迅速に情報提供を行うため、災害用情報通信手段（代替手段、冗

長性、電源）の確保及び定期的な点検、情報通信機器を充実させるなど、情報提供手段の

多様化を促進する必要がある。 

【総務課・企画財政課】 

 

２-３ 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

①応援体制の強化（防災対策事業） 

災害の規模等に応じて円滑に応援又は受援できるように、受援計画を策定し、事前の準

備に努める必要がある。また、緊急時の連絡体制及び受入れ拠点等を明確にしておくとと

もに、訓練等を実施して自衛隊、警察、消防等との連携体制を充実させる必要がある。 

【総務課】 

 

②消防力の強化（再掲） 

消防の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足を回避するため、消防力の強化に着

実に取り組む必要がある。 

【総務課・東部消防組合】 

 

③消防・救急従事者の育成 

様々な災害や救急事案に対応できる人材の養成が求められている。 

【総務課・東部消防組合】 

 

④公共建築物の耐震化の促進 

大規模な地震発生の際に災害応急対策の拠点となる庁舎、消防署、学校の体育館、社会

福祉施設等の建築物については、耐震診断・改修等を進めていく必要がある。 

【総務課・企画財政課・こども課・国保年金課・まちづくり振興課・ 

都市整備課・教育総務課・生涯学習文化課・東部消防組合】 

 

２-４ 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者への水・食糧等の供給不足 

①災害時における事業者等との連携強化（再掲）、緊急物資輸送機能の確保（再掲） 

想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者への水・食料等の供給が不足することのないよ

う、災害時における事業者等との連携強化、緊急物資輸送機能の確保に着実に取り組む必

要がある。 

【総務課・産業振興課・まちづくり振興課・都市整備課】 
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南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

 

２-５ 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺 

①救急医療の充実 

救急医療の連携体制を整備・拡充することが求められる。 

【総務課・保健福祉課・国保年金課・東部消防組合】 

 

②災害時の救急医療体制の充実 

災害時に迅速な救急医療活動の展開を図るため、県及び関係医療機関と協力し、災害医

療に係る情報収集等を行う必要がある。 

【総務課・保健福祉課・国保年金課】 

 

③公共建築物の耐震化の促進（再掲） 

大規模な地震発生の際に災害応急対策の拠点となる庁舎、消防署、学校の体育館、社会

福祉施設等の建築物については、耐震診断・改修等を進めていく必要がある。 

【総務課・企画財政課・こども課・国保年金課・まちづくり振興課・ 

都市整備課・教育総務課・生涯学習文化課・東部消防組合】 

 

２-６ 被災地における疫病・感染症、健康被害等の大規模発生 

①感染症対策の推進 

感染症の発生予防、まん延防止のため、予防接種の推進、感染症発生時の早期探知、町

民への情報提供、感染症拡大防止体制の強化が必要である。 

【総務課・国保年金課】 

 

２-７ 地域の共助体制の機能不全により、死傷者数が増大する事態 

①地域の防災訓練の実施、自主防災組織の設立・育成、防災教育の実施、人材の育成 

災害時の緊急避難や救助活動等においては地域の共助体制が不可欠であるため、町民や

自治会等に浸透させるため普及・啓発が必要である。 

地域における防災力の向上及び地域コミュニティの活性化を図る必要があるが、本町

は、地域防災の中核となる自主防災組織の組織率が低く、大規模災害に対する備えが十分

ではない。 

また、地域防災力の担い手となる人材育成が必要である。 

【総務課】 

  



 

資－12 

 

南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

 

２-８ 要配慮者及び避難行動要支援者への支援が不足する事態 

①避難行動要支援者名簿の作成、避難行動要支援者の個別支援計画の作成・運用、福祉避難

所の拡充と支援体制の整備、要配慮者利用施設の避難確保計画の作成 

災害時に高齢者、障がい者、乳幼児等は自力での迅速な避難行動が困難となることから、

各地域において誰が要支援者かを把握するとともに、どのように避難支援を行うかを日頃

から決めておくことが必要となる。 

また、要配慮者ができるだけ避難生活を支障少なく行えるように、福祉避難所の拡充が

必要である。 

【総務課・こども課・保健福祉課】 

  



 

資－13 

 

南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

 

３-１ 被災による現地の警察機能の大幅な低下による治安の悪化 

①公共建築物の耐震化の促進（再掲） 

大規模な地震発生の際に災害応急対策の拠点となる庁舎、消防署、学校の体育館、社会

福祉施設等の建築物については、耐震診断・改修等を進めていく必要がある。 

【総務課・企画財政課・こども課・国保年金課・まちづくり振興課・ 

都市整備課・教育総務課・生涯学習文化課・東部消防組合】 

 

３-２ 信号機の全面停止等による重大交通事故の多発 

①交通安全環境の整備 

災害時に信号機の全面停止等により重大交通事故が多発することのないよう、平時から

交通安全環境の整備に取り組む必要があり、交通安全対策として、交通安全施設の整備に

加えて老朽化した信号機や道路標識、消えかかっている道路標示等の更新について充実強

化する必要がある。 

【総務課・まちづくり振興課・都市整備課・区画下水道課】 

 

３-３ 町の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

①公共建築物の耐震化の促進（再掲） 

大規模な地震発生の際に災害応急対策の拠点となる庁舎、消防署、学校の体育館、社会

福祉施設等の建築物については、耐震診断・改修等を進めていく必要がある。 

【総務課・企画財政課・こども課・国保年金課・まちづくり振興課・ 

都市整備課・教育総務課・生涯学習文化課・東部消防組合】 

 

②災害対策本部運営訓練（防災対策事業） 

災害対策本部員及び各部の初動対応力を向上させるため、大規模な地震等を想定した災

害対策本部の初動について実践的な訓練を実施する必要がある。 

【総務課】 

 

③災害対策拠点整備 

大規模災害時に全庁挙げて対応すること及び関係機関の受入と連携体制の構築の迅速

化を図るため、災害対策本部等に必要な通信システム等の整備を行うとともに、当該シス

テム等を防災訓練等で運用しながら、関係職員の習熟度向上を図る必要がある。 

【総務課・企画財政課】 

  



 

資－14 

 

南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

 

４-１ 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 

①災害時における事業者等との連携強化（再掲） 

災害時に非常用発電機等の燃料を確保するため、民間事業者等との協定締結などにより

連携を強化する必要がある。 

【総務課】 

 

４-２ テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 

①防災情報システム等の拡充強化（再掲） 

テレビやラジオが中断した際にも、町民等への情報提供ができるよう、災害用情報通信

手段（代替手段、冗長性、電源）の確保及び定期的な点検、情報通信機器を充実させるな

ど、情報提供手段の多様化を促進する必要がある。 

【総務課・企画財政課】 

  



 

資－15 

 

南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

 

５-１ サプライチェーンの寸断、基幹的交通ネットワークの機能停止等による地域経済活

動の低下 

①公共施設等における耐震化対策の推進（再掲）、緊急物資輸送機能の確保（再掲） 

サプライチェーンの寸断、基幹的陸上交通ネットワークの機能停止等により地域経済活

動が低下することのないよう、道路などの公共施設等における耐震化対策の推進、緊急物

資輸送機能の確保に着実に取り組む必要がある。 

【総務課・企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課・ 

生涯学習文化課・区画下水道課】 

 

②陸上交通基盤の整備 

産業発展に必要な基盤整備を戦略的に進めるとともに、災害時にサプライチェーンの寸

断や基幹的交通ネットワーク等の機能停止等により地域経済活動が低下することのない

よう、陸上交通基盤等の整備に平時から取り組む必要がある。 

道路は町民生活や経済活動を支える上で重要な役割を果たしているが、広域交流拠点と

各圏域拠点間の有機的な連結が実現しておらず、交通渋滞が慢性化している状況であるこ

とから、体系的な幹線道路ネットワークの早期構築が必要である。 

【まちづくり振興課・都市整備課】 

 

５-２ 地場産業の生産力低下による地域活力の停滞 

①地域活力の活性化 

生産力が低下した場合においても経済活動を早期に回復させ、地域活力が活性化する取

組を促進する必要がある。 

【産業振興課】 

 

５-３ 食料等の安定供給の停滞 

①災害時における事業者等との連携強化（再掲） 

県内における相互応援による広域的支援体制の強化が必要である。 

【総務課・産業振興課・まちづくり振興課】 

 

②農業生産基盤の整備 

災害時に食料等の安定供給の停滞等、農業の生産活動を機能不全に陥らせることのない

よう、地域特性に適合する生産基盤の整備・保全を推進する必要がある。 

【産業振興課】 

  



 

資－16 

 

南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

 

６-１ 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・LPガスサプライチェーン

の機能の停止 

①安定したエネルギーの確保（再掲）、電力エネルギーの安定供給 

電力供給ネットワークや石油・LP ガスサプライチェーンの機能の停止等、災害による

生活・経済活動への影響を最小限にとどめるため、供給する民間事業者が主体となって電

力エネルギーの安定供給、安定したエネルギーの確保等に着実に取り組む必要がある。 

【総務課・産業振興課】 

 

６-２ 上水道等の長期間にわたる供給停止、異常渇水等により用水の供給の途絶 

①水道施設の耐震化対策・上水道の整備（再掲） 

被災時においては、広範囲かつ長期にわたる断水の発生が予測されることから、老朽化

施設の計画的な更新、耐震化を南部水道企業団に働きかける必要がある。 

【総務課・南部水道企業団】 

②上水道の整備（再掲） 

ライフラインである上水道の整備については、安全な水道水を将来にわたって安定的に

供給するため、今後の水需要や水質の安全性を確保するとともに老朽化した施設の計画的

な更新、耐震化を南部水道企業団に働きかける必要がある。 

【総務課・南部水道企業団】 

 

６-３ 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

①下水道事業（長寿命化・地震対策） 

生活基盤の機能を維持・強化するとともに、災害時に下水道の有すべき機能を維持する

ため、下水道施設等の耐震化対策、老朽化対策及び長寿命化対策に取り組む必要がある。 

【区画下水道課】 

 

６-４ 地域交通ネットワークが分断する事態 

①公共施設等における耐震化対策の推進（再掲）、緊急物資輸送機能の確保（再掲） 

生活基盤の機能を維持・強化するとともに、災害時にも地域交通ネットワークが分断す

ることなどのないよう、道路など公共施設等における耐震化対策の推進、緊急物資輸送機

能の確保に着実に取り組む必要がある。 

【企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課･区画下水道課】 

 

②地域特性に応じた交通・輸送基盤の整備 

災害時にも地域交通ネットワークが分断することのないよう、地域特性に応じた交通・

輸送基盤の整備に平時から取り組む必要がある。 



 

資－17 

 

南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

道路の整備にあたっては、地域の特性や社会環境の変化等を踏まえつつ、行政サービス

の向上や効率化、生活道路及び通学路における歩行者の交通安全等の確保のための町道の

整備が必要である。 

【総務課・まちづくり振興課・都市整備課】 

  



 

資－18 

 

南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

 

７-１ 市街地での大規模火災の発生、沿線・沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通

麻痺 

①密集市街地等の整備改善と避難地の確保（再掲） 

災害発生時には、住民が迅速かつ適確な避難行動をとることが重要であり、避難場所や

避難経路の確保が求められる。 

緊急輸送道路や避難路の沿道にある民間特定建築物については、災害時における多数の

者の円滑な避難、救急、消防活動の実施等の観点から耐震化を促進する必要がある。 

また、ブロック塀の倒壊を防ぐために生垣を整備するなど、避難する際における安全性

の確保が求められる。 

【まちづくり振興課・都市整備課】 

 

７-２ ため池、農業施設、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生 

①ため池等整備（農地及び農業用施設の保全） 

老朽化による決壊等の恐れのあるかんがい用ため池の改修や風水害等によって土砂崩

壊の危険の生じた箇所における土留め及び擁壁等の新設・改修を行い、災害の未然防止を

図るとともに、農用地の保全を図る必要がある。 

【まちづくり振興課】 

 

②農業生産基盤の長寿命化・防災減災対策 

農林業の振興を図るとともに、自然災害に対する機能強化及び土地改良施設の計画的な

更新・修繕のため、土地改良施設及び農業施設の長寿命化・防災減災対策を行う必要があ

る。 

【産業振興課】 

 

７-３ 有害物質の大規模拡散・流出 

①水質保全に関する監視活動、普及啓発等 

野生生物にとって住みよい環境や町民の憩いの場としての自然環境を確保するととも

に、災害時に有害物質が大規模拡散・流出することのないよう、平時から水質汚濁対策に

取り組む必要がある。 

【住民環境課】 

 

②大気汚染対策、事業者の指導 

野生生物にとって住みよい環境や町民の憩いの場としての自然環境を確保するととも

に、災害時に有害物質が大規模拡散・流出することのないよう、平時から大気汚染対策に

取り組む必要がある。 

【住民環境課】 

  



 

資－19 

 

南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

 

７-４ 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

①農地及び農業用施設の保全 

農地の荒廃により土砂崩れが発生するなど、災害時に被害が拡大することのないよう、

農地及び農業用施設の保全に取り組む必要がある。 

【まちづくり振興課・産業振興課】 

 

②耕作放棄地発生防止の対策 

農地の荒廃により土砂崩れが発生するなど、災害時に被害が拡大することのないよう、

耕作放棄地発生防止の対策に取り組む必要がある。 

【まちづくり振興課・産業振興課】 

 

７-５ 風評被害等による地域経済等への甚大な影響 

①防災情報システム等の拡充強化（再掲） 

災害発生時、被災地内外に正しい情報を発信するため、災害用情報通信手段（代替手段、

冗長性、電源）の確保及び定期的な点検、情報通信機器を充実させるなど、情報提供手段

の多様化を促進する必要がある。 

【総務課・企画財政課】 

  



 

資－20 

 

南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

 

８-１ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

①災害廃棄物処理計画の策定 

大規模な災害が発生した場合、大量の廃棄物が発生する恐れがある。災害廃棄物の円滑

な処理には、仮置き場、処理ルート等を想定した町災害廃棄物処理計画が必要である。 

【総務課・住民環境課】 

 

②災害時における事業者等との連携強化（再掲） 

災害廃棄物の処理等の応援対策を迅速に実施するため、民間事業者等との協定締結な

どにより連携を強化する必要がある。 

【総務課・住民環境課・産業振興課】 

 

８-２ 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

①地域づくりを担う人材の育成 

地域コミュニティの崩壊等により復旧・復興が大幅に遅れることのないよう、平時から

地域コミュニティの活性化を図り、住民とともに地域づくりを担う人材の育成に努める必

要がある。 

地域の持続的な活性化に向けては、地域の良さを再認識し、地域の様々な魅力ある資源

を具体的な事業に結びつけ、地域活動の広がりをとおして、地域の活性化を主導できる人

材が求められている。 

【総務課・生涯学習文化課】 

 

②地域防災組織の拡充（再掲） 

地域における防災力の向上及び地域コミュニティの活性化を図る必要があるが、本町

は自主防災組織の組織率が低いなど、大規模災害に対する備えが十分ではない。 

【総務課】 

  



 

資－21 

 

南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

 

８-３ 基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

①公共施設等における耐震化対策の推進（再掲）、緊急物資輸送機能の確保（再掲） 

生活基盤の機能維持・強化を図るとともに、基幹インフラの損壊により復旧・復興が大

幅に遅れることなどのないよう、道路など基幹インフラとなる公共施設の耐 震化対策の

推進、緊急物資輸送機能の確保に着実に取り組む必要がある。 

【企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課･区画下水道課】 

 

②地域特性に応じた交通・輸送基盤の整備（再掲） 

各地域の特性や社会環境の変化等に対応した生活基盤の整備・拡充を図るとともに、基

幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れることのないよう、地域特性に応じた交

通・輸送基盤の整備に着実に取り組む必要がある。 

【総務課・まちづくり振興課・都市整備課】 

 

８-４ 広域・長期にわたる浸水被害の発生により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

①都市の浸水対策（再掲） 

広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復旧・復興が大幅に遅

れることのないよう、都市の浸水対策等に着実に取り組む必要がある。 

【まちづくり振興課・都市整備課】 

 

８-５ 宅地の大規模損壊等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

①災害未然防止のための対策の推進 

宅地の大規模損壊等による被害を抑え、迅速な復旧・復興に向けた取り組みを進めるた

め、土地利用の適正誘導を図るとともに、県と協力して危険度の高い順に災害未然防止の

ための対策工事を進めていく必要がある。 

【総務課・まちづくり振興課・都市整備課】 

 

８-６ 避難所等の機能不全等により被災者の生活が困難となる事態 

①公共施設の避難所機能拡充 

町内の各種公共施設について、災害時の避難所としての機能を拡充し、被災者の生活利

便性向上に努める必要がある。 

【総務課】 

 

②関係団体等との連携強化 

町内各関係団体やボランティア等との連携を強化し、災害時の初動体制の強化及び活

動体制を確立する必要がある。 

【総務課】 
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③福祉避難所の拡充と支援体制の整備（再掲） 

要配慮者ができるだけ避難生活を支障少なく行えるように、福祉避難所の拡充が必要

である。 

【総務課・こども課・保健福祉課・国保年金課】 

 

８-７ 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の

文化の衰退・損失 

①文化財指定地内に居住する所有者の火気使用制限を指導、地権者及び管理者と連携した、

倒壊等の防止対策、耐震化対策の推進、適正な維持管理、無形文化財の継承 

有形・無形文化財、天然記念物などが災害により喪失しないよう、平時から文化財の適

正な維持管理と地域コミュニティの維持に努める必要がある。 

【生涯学習文化課】 
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３．個別施策分野の推進方針と重要業績評価指標（KPI） 

「起きてはならない最悪の事態」を回避するための強靭化施策について、施策分野ごとに次のと

おり推進方針を整理します。また、重要業績評価指標（KPI）についても合わせて示します。 

なお、起きてはならない最悪の事態を回避するために必要な施策分野として、10 の個別施策分

野と 2 つの横断的分野を設定しています。 

 

個別施策分野１ 行政機能/消防 

推進方針 

リスク 
シナリオ
No. 

○大規模災害対応力の強化 

◆大規模災害など様々な状況に対応できる実行力のある消防防災体制及び危

機管理体制の強化を図るため、避難施設・避難経路等の整備や備蓄物資の

確保促進、医療救護体制の強化など、避難・救護体制の整備を推進する。 

また、地域における防災力の向上については、ハザードマップや防災訓練、

避難訓練の充実等を図る。 

【総務課・国保年金課】 

重要業績評価指標（KPI） 

・災害用備蓄品の充足率（％）：45（R2 年度）→100（R7 年度） 

 

○地域防災組織の拡充、消防力の強化 

◆地域における防災力の向上のため、町民の防災意識の向上、防災教育の推

進を図るとともに自主防災組織の結成促進を図る。 

実行力のある消防防災体制の強化を図るため、消防防災設備等の整備、消

防職員等の人材育成を図るとともに、大規模災害への対応も踏まえて東部

消防組合と連携の強化などを図る。 

◆消防の被災等により救助・救急活動等が絶対的に不足することのないよう、

実行力のある消防防災体制の強化に取り組むこととし、消防防災設備等の

整備、消防職員等の人材育成を図るとともに、大規模災害への対応も踏ま

えた連携の強化などを東部消防組合に働きかける。 

【総務課・東部消防組合】 

重要業績評価指標（KPI） 

・自主防災組織件数（件）：4（R2 年度）→18（R7 年度） 

 

○消防・救急従事者の育成 

◆地域の消防・防災を担う人材については、高度で専門的な消防職員や救急

救命士の育成を推進するほか、消防団員の育成の促進を東部消防組合に働

きかける。 

【総務課・東部消防組合】 

 

1-1-① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-1-② 

 

 

 

 

2-3-② 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-3-③ 
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○地域防災組織の拡充（再掲） 

◆地域内で情報伝達の不備等により避難行動が遅れることのないよう、地域

防災組織の拡充に着実に取り組む。 

◆孤立化等に強い人づくりについては、初期消火、避難対策、救助・救護等

を地域の組織力で自主的に対処できるよう、地域における防災力の向上と

して、町民の防災意識の向上、防災教育の推進を図るとともに自主防災組

織の結成促進を図る。 

◆地域における防災力の向上及び地域コミュニティの活性化を図るため、町

民の防災意識の向上、防災教育の推進を図るとともに自主防災組織の結成

促進を図る。 

【総務課】 

重要業績評価指標（KPI） 

・自主防災組織件数（件）：4（R2 年度）→18（R7 年度） 

 

○自主防災組織の設立、育成 

◆地域における防災力の向上及び地域コミュニティの活性化を図るため、自

主防災組織の設立、育成を図る。 

【総務課】 

重要業績評価指標（KPI） 

・自主防災組織件数（件）：4（R2 年度）→18（R7 年度） 

 

○地域の防災訓練の実施 

◆地域の「共助」を実践的に学ぶため、地域の災害特性に応じた防災訓練を

実施する。 

【総務課】 

 

○防災教育の実施 

◆災害時に人的被害をできる限り少なくするため、地域における避難支援や

救助活動等の「共助」の重要性、日頃の備え等の防災教育に係るセミナー

等を開催する。 

【総務課】 

 

○人材の養成 

◆防災知識の普及・啓発、地域の防災活動等を率先して担う人材を育成する

ため、養成講座の開催、活用機会の創出を図る。 

【総務課】 

 

 

 

1-4-② 

 

2-2-② 

 

 

 

8-2-② 

 

 

 

 

 

 

 

2-7-② 

 

 

 

 

 

 

2-7-① 

 

 

 

 

2-7-③ 

 

 

 

 

 

2-7-④ 
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○避難訓練の実施 

◆津波、浸水、土砂災害から適切な避難を行えるかについて、地域の災害特

性に応じた避難訓練を実施する。 

【総務課】 

重要業績評価指標（KPI） 

・防災訓練回数（回/年）：1（R2 年度）→1（R7 年度） 

 

○警戒避難体制の整備 

◆町民が迷いなく避難行動をとり、逃げ遅れを減らすことができるように、

「避難情報」を迅速に情報伝達できる体制を整備する。 

【総務課】 

 

○災害時における事業者等との連携強化 

◆災害時等における各種団体・民間事業者等との連携については、被災者へ

の食料等の供給、緊急物資の輸送、公共土木施設の復旧等の応援対策を迅

速に実施するため、協定締結などにより連携の強化を図る。 

【総務課・産業振興課・まちづくり振興課】 

◆災害時に非常用発電機等の燃料を確保するため、民間事業者等との協定締

結などにより連携の強化を図る。 

【総務課】 

◆災害廃棄物の処理等の応援対策を迅速に実施するため、民間事業者等との

協定締結などにより連携の強化を図る。 

【総務課・住民環境課・産業振興課】 

 

○災害時における事業者等との連携強化（再掲）、緊急物資輸送機能の確保 

◆想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者への水・食料等の供給が不足する

ことのないよう、災害時における事業者等との連携強化、緊急物資輸送機

能の確保に着実に取り組む。 

【総務課・産業振興課・まちづくり振興課・都市整備課】 

 

○公共施設等における耐震化対策の推進、学校施設の耐震化対策の推進、社会

福祉施設等の耐震化 

◆生活基盤の機能維持・強化として、道路など公共施設の耐震化対策、老朽

化対策及び長寿命化対策に取り組む。 

住宅・建築物の耐震対策については、公共建築物の耐震診断を速やかに実

施し、計画的かつ重点的な耐震化の促進に取り組む。 

 

 

1-5-② 

 

 

 

 

 

 

1-5-③ 

 

 

 

 

2-1-① 

5-3-① 

 

 

4-1-① 

 

 

8-1-② 

 

 

 

 

2-4-① 

 

 

 

 

 

 

1-1-④ 
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生活基盤の機能維持・強化として、学校施設の耐震化対策、老朽化対策等

に取り組む。 

生活基盤の機能維持・強化として、社会福祉施設等の耐震化対策、老朽化

対策等に取り組む。 

【総務課・企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課・こども課・ 

国保年金課・教育総務課・区画下水道課・生涯学習文化課】 

 

○公共施設等における耐震化対策の推進（再掲）、緊急物資輸送機能の確保（再

掲） 

◆地震等により道路や通信施設が被災し、長時間、外部からの救援が不能と

なる事態が予想されることから、孤立化等に強い施設整備及び孤立化等に

強い人づくりに取り組む必要がある。 

生活基盤を維持・強化及び孤立化等に強い施設整備などとして、孤立防止

に重要な道路など公共施設等における耐震化対策の推進、緊急物資輸送機

能の確保に着実に取り組む。 

【総務課・企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課】 

◆生活基盤の機能を維持・強化するとともに、基幹インフラの損壊による復

旧・復興の大幅な遅れや、災害時にも地域交通ネットワークが分断するこ

となどのないよう、道路など公共施設等における耐震化対策の推進、緊急

物資輸送機能の確保に着実に取り組む。 

【企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課･区画下水道課】 

 

○公共建築物の耐震化の促進 

◆大規模な地震発生の際に災害応急対策の拠点となる庁舎、消防署、学校の

体育館、社会福祉施設等の建築物については、耐震診断・改修等を進めて

いく必要があり、公共建築物の耐震診断を速やかに実施し、計画的かつ重

点的な耐震化の促進に取り組む。 

【総務課・企画財政課・こども課・国保年金課・まちづくり振興課・ 

都市整備課・教育総務課・生涯学習文化課・東部消防組合】 

 

○応援体制の強化（防災対策事業） 

◆災害の規模等に応じて円滑に応援又は受援できるように、受援計画を策定

し、事前の準備に努める。また、緊急時の連絡体制及び受入れ拠点等を明

確にしておくとともに、訓練等を実施して自衛隊、警察、消防等との連携

体制を充実させる。 

【総務課】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2-① 

 

 

 

 

 

 

6-4-① 

8-3-① 

 

 

 

 

 

2-3-④ 

2-5-③ 

3-1-① 
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○災害対策本部運営訓練（防災対策事業） 

◆災害対策本部員及び各部の初動対応力を向上させるため、大規模な地震等

を想定した災害対策本部の初動について実践的な訓練を実施する。 

【総務課】 

重要業績評価指標（KPI） 

・防災訓練回数（回/年）：1（R2 年度）→1（R7 年度） 

 

○災害対策拠点整備 

◆大規模災害時に全庁挙げて対応すること及び関係機関の受入と連携体制の

構築の迅速化を図るため、災害対策本部等に必要な通信システム等の整備

を行うとともに、当該システム等を防災訓練等で運用しながら、関係職員

の習熟度向上を図る。 

【総務課・企画財政課】 

 

○公共施設の避難所機能拡充 

◆町内の各種公共施設について、災害時の避難所としての機能を拡充し、被

災者の生活利便性向上に努める。 

【総務課】 

 

○関係団体等との連携強化 

◆町内各関係団体やボランティア等との連携を強化し、災害時の初動体制の

強化及び活動体制を確立に向けた取り組みを促進する。 

【総務課】 

 

 

3-3-② 

 

 

 

 

 

 

3-3-③ 

 

 

 

 

 

 

8-6-① 

 

 

 

 

8-6-② 
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個別施策分野２ 住宅・都市 

推進方針 

リスク 
シナリオ
No. 

○民間住宅・建築物等の耐震化促進 

◆住宅・建築物の耐震対策については、民間建築物の建物所有者等に対する

積極的な普及啓発等により、耐震診断・改修を行いやすい環境の整備や、

負担軽減のための制度を構築するなど、耐震化の促進を図る。また、住宅・

建築物の機能維持・劣化予防については、老朽化対策や適正な維持保全の

推進等に取り組む。 

【まちづくり振興課・都市整備課】 

 

○都市の浸水対策 

◆下水道による都市の浸水対策については、雨水幹線や貯留浸透施設等の整

備を推進するとともに、内水ハザードマップの見直しや住民等による自助

を組み合わせることにより、総合的かつ効率的な浸水対策を推進する。 

【まちづくり振興課・都市整備課・区画下水道課】 

◆広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復旧・復

興が大幅に遅れることのないよう、都市の浸水対策等に着実に取り組む。 

【まちづくり振興課・都市整備課】 

 

○水道施設の耐震化対策・上水道の整備 

◆今後の水需要や水質の安全性を確保するとともに、老朽化した水道施設の

計画的な更新、耐震化等を推進するよう、南部水道企業団に働きかける。 

◆上水道が長期間にわたり供給停止することのないよう、水道施設の耐震化、

上水道の整備に着実に取り組むよう、南部水道企業団に働きかける。 

【総務課・南部水道企業団】 

 

○密集市街地等の整備改善と避難地の確保 

◆震災時等の密集市街地及び既存集落においては、火災や建物倒壊等により

被害が拡大する恐れがあることから、その防災機能の改善のため、老朽建

築物の建て替えや狭あい道路の整備を促進するとともに、防災機能を付加

した都市公園等の整備を推進し、避難経路、避難地等の確保に取り組む。 

また、ブロック塀の倒壊を防ぐために生垣を整備するなど、避難する際に

おける安全性の確保に取り組む。 

【まちづくり振興課・都市整備課】 

 

1-1-⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

1-2-② 

 

 

 

8-4-① 

 

 

 

 

2-1-④ 

 

 

6-2-② 

 

 

 

 

7-1-① 

 

 

 

 

 

  



 

資－29 

 

南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

個別施策分野３ 保健医療・福祉 

推進方針 

リスク 
シナリオ
No. 

○救急医療の充実 

◆救急の日等を通して、関係機関等との連携により、人工心肺蘇生法やＡＥ

Ｄ設置等の普及啓発に努める。 

【総務課・保健福祉課・国保年金課・東部消防組合】 

 

○災害時の救急医療体制の充実 

◆災害時に迅速な救急医療活動の展開を図るため、県及び関係医療機関と協

力し、災害医療に係る情報収集等を行う。 

【総務課・保健福祉課・国保年金課】 

 

○感染症対策の推進 

◆町民の保健衛生環境の向上を図るとともに、災害時に疫病・感染症等が大

規模発生することのないよう、感染症の発生予防、まん延防止のため、予

防接種の推進、感染症発生時の早期探知、町民への情報提供、感染症拡大

防止体制の強化が必要である。そのため、新型インフルエンザ等の対策を

図るなど、平時から感染症対策の推進に取り組む。 

【総務課・国保年金課】 

 

○避難行動要支援者名簿の作成 

◆避難行動の支援が必要な高齢者、障がい者等を地域で把握しておき、避難

時に活用するための名簿を作成する。 

【総務課・保健福祉課】 

重要業績評価指標（KPI） 

・避難行動要支援者名簿の更新：更新（R2 年度）→更新（R7 年度） 

 

○避難行動要支援者の個別支援計画の作成・運用 

◆避難行動要支援者を迅速に避難させるために、予め誰がどのように避難支

援するか、一人ひとりの個別支援計画を作成し、運用する。 

【総務課・保健福祉課】 

 

○福祉避難所の拡充と支援体制の整備 

◆要配慮者が避難生活に支障をきたさず過ごせるように、福祉避難所の指定

を拡充するとともに、福祉避難所における支援体制の整備に努める。 

【総務課・こども課・保健福祉課・国保年金課】 

 

 

2-5-① 

 

 

 

 

2-5-② 

 

 

 

 

2-6-① 

 

 

 

 

 

 

 

2-8-① 

 

 

 

 

 

 

2-8-② 

 

 

 

 

2-8-③ 

8-6-③ 
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○要配慮者利用施設の避難確保計画の作成 

◆要配慮者が安全に避難するための、要配慮者利用施設における避難確保計

画を作成する。 

【総務課・こども課・保健福祉課】 

 

 

2-8-④ 
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南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

 

個別施策分野４ 情報通信 

推進方針 

リスク 
シナリオ
No. 

○防災情報システム等の拡充強化 

◆町民、観光客等への迅速な情報提供として、災害用情報通信手段（代替手

段、冗長性、電源）の確保及び定期的な点検、情報通信機器を充実させる

など、情報提供手段の多様化を促進する。 

【総務課・企画財政課・産業振興課】 

◆孤立集落等においても迅速に情報提供を行うため、災害用情報通信手段（代

替手段、冗長性、電源）の確保及び定期的な点検、情報通信機器を充実さ

せるなど、情報提供手段の多様化を促進する。 

◆テレビやラジオや中断した際にも、町民等への情報提供ができるよう、災

害用情報通信手段（代替手段、冗長性、電源）の確保及び定期的な点検、

情報通信機器を充実させるなど、情報提供手段の多様化を促進する。 

◆災害発生時、被災地内外に正しい情報を発信するため、災害用情報通信手

段（代替手段、冗長性、電源）の確保及び定期的な点検、情報通信機器を

充実させるなど、情報提供手段の多様化を促進する。 

【総務課・企画財政課】 

 

○避難方法の周知 

◆町民が自らの地域の災害危険性、避難経路、避難場所（避難所）を知るこ

とができるように、防災マップ等を活用し、様々な機会に周知を図る。 

【総務課・まちづくり振興課】 

 

 

1-4-① 

1-5-④ 

 

 

2-2-③ 

 

 

4-2-① 

 

 

7-5-① 

 

 

 

 

 

1-5-① 
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個別施策分野５ エネルギー・産業 

推進方針 

リスク 
シナリオ
No. 

○地域活力の活性化 

◆関係機関と連携し、地場産業の担い手育成に向けて取り組む。 

【産業振興課】 

 

○安定したエネルギーの確保、電力エネルギーの安定供給 

◆電力供給ネットワークや石油・LP ガスサプライチェーンの機能の停止等、

災害による生活・経済活動への影響を最小限にとどめるため、民間事業者

へ働きかける。 

【総務課・産業振興課】 

 

 

5-2-① 

 

 

 

6-1-① 
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個別施策分野６ 交通・物流 

推進方針 

リスク 
シナリオ
No. 

○緊急物資輸送機能の確保（再掲）、密集市街地等の整備改善と避難地の確保 

◆災害時の輸送手段及び代替性の確保については、緊急輸送道路や無電柱化、

沿道建築物の耐震化等を推進する。また、必要に応じて自衛隊ヘリの災害

派遣要請や民間ヘリ等の応援要請を迅速にできる体制を構築する。 

密集市街地等における防災機能の改善については、老朽建築物の建て替え

や狭あい道路の整備を促進するとともに、防災機能を付加した都市公園等

の整備を推進し、避難経路、避難地等の確保に取り組む。 

【総務課・まちづくり振興課・都市整備課・区画下水道課】 

 

○公共施設等における耐震化対策の推進（再掲）、緊急物資輸送機能の確保（再

掲） 

◆地震等により道路や通信施設が被災し、長時間、外部からの救援が不能と

なる事態が予想されることから、孤立化等に強い施設整備及び孤立化等に

強い人づくりに取り組む必要がある。 

生活基盤を維持・強化及び孤立化等に強い施設整備などとして、孤立防止

に重要な道路など公共施設等における耐震化対策の推進、緊急物資輸送機

能の確保に着実に取り組む。 

【総務課・企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課】 

◆生活基盤の機能維持・強化のため、道路など公共施設の耐震化対策、老朽

化対策及び長寿命化対策に取り組む。 

災害時の輸送手段及び代替性の確保のため、緊急輸送道路や無電柱化、沿

道建築物の耐震化等を推進する。 

【総務課・企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課・ 

生涯学習文化課・区画下水道課】 

◆生活基盤の機能を維持・強化するとともに、基幹インフラの損壊による復

旧・復興の大幅な遅れや、災害時にも地域交通ネットワークが分断するこ

となどのないよう、道路など公共施設等における耐震化対策の推進、緊急

物資輸送機能の確保に着実に取り組む。 

【企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課･区画下水道課】 

 

 

 

 

 

1-1-③ 

2-1-② 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2-① 

 

 

 

 

 

 

5-1-① 

 

 

 

 

 

6-4-① 

8-3-① 
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南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

○災害時における事業者等との連携強化（再掲）、緊急物資輸送機能の確保（再

掲） 

◆想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者への水・食料等の供給が不足する

ことのないよう、災害時における事業者等との連携強化、緊急物資輸送機

能の確保に着実に取り組む。 

【総務課・産業振興課・まちづくり振興課・都市整備課】 

 

○交通安全環境の整備 

◆災害時に信号機の全面停止等により重大交通事故が多発することのないよ

う、平時から交通安全環境の整備及び幹線道路や生活道路において交通安

全施設等の整備を警察に働きかける。 

【総務課・まちづくり振興課・都市整備課・区画下水道課】 

 

○陸上交通基盤の整備 

◆産業発展に必要な基盤整備を戦略的に進めるとともに、災害時にサプライ

チェーンの寸断や基幹的交通ネットワーク等の機能停止等により地域経

済活動が低下することのないよう、物流の基盤として、陸上交通基盤等の

整備に平時から取り組む必要がある。 

陸上交通は、町民生活や観光客の利便性の向上及び産業の発展に密接に関

わっていることから、高速性、定時性、安全性の確保に加え、広域幹線道

路と生活幹線道路との効果的な結節など、多様なニーズに対応した質的充

実を図る。 

【まちづくり振興課・都市整備課】 

 

○地域特性に応じた交通・輸送基盤の整備 

◆地域の特性や社会環境の変化等に対応した生活基盤の整備・拡充を図ると

ともに、災害時にも地域交通ネットワークが分断することのないよう、地

域特性に応じた交通・輸送基盤の整備に平時から取り組む。 

交通・輸送基盤の整備については、魅力あるまちづくり及び産業・経済の

発展を実現するため、交通施策を効率的かつ機能的に実施し、交通ネット

ワークの拡充・強化を含めた基盤整備を図る。 

【総務課・まちづくり振興課・都市整備課】 

 

 

 

2-4-① 

 

 

 

 

 

3-2-① 

 

 

 

 

 

5-1-② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6-4-② 

8-3-② 
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個別施策分野７ 農林業 

推進方針 

リスク 
シナリオ
No. 

○農業生産基盤の整備 

◆災害時に食料等の安定供給の停滞等、農業の生産活動を機能不全に陥らせ

ることのないよう、地域特性に適合する生産基盤の整備・保全を推進する。 

【産業振興課】 

 

○ため池等整備（農地及び農業用施設の保全） 

◆老朽化による決壊等の恐れのあるかんがい用ため池の改修や風水害等によ

って土砂崩壊の危険の生じた箇所における土留め及び擁壁等の新設・改修

を行うよう県に働きかける。 

【まちづくり振興課】 

 

○農業生産基盤の長寿命化・防災減災対策 

◆農林業の振興を図るとともに、自然災害に対する機能強化及び土地改良施

設の計画的な更新・修繕のため、土地改良施設及び農業施設の長寿命化・

防災減災対策を行う。 

【産業振興課】 

 

○農地及び農業用施設の保全 

◆農林業の振興を図るとともに、農地の荒廃により土砂崩れが発生するなど、

災害時に被害が拡大することのないよう、農地及び農業用施設の保全に取

り組む。 

【まちづくり振興課・産業振興課】 

 

○耕作放棄地発生防止の対策 

◆農林業の振興を図るとともに、農地の荒廃により土砂崩れが発生するなど、

災害時に被害が拡大することのないよう、耕作放棄地発生防止の対策に取

り組む。 

【まちづくり振興課・産業振興課】 

 

 

5-3-② 

 

 

 

 

7-2-① 

 

 

 

 

 

7-2-② 

 

 

 

 

 

7-4-① 

 

 

 

 

 

7-4-② 

 

 

 

 

  



 

資－36 

 

南風原町国土強靭化地域計画（資料編） 

 

個別施策分野８ 町土保全 

推進方針 

リスク 
シナリオ
No. 

○治水対策 

◆治水対策（河川・ダム）については、都市河川の維持管理及び整備を県に

働きかけ機能維持・強化に取り組む。 

【総務課・まちづくり振興課・都市整備課】 

 

○土砂災害対策 

◆土砂災害対策については、避難に手助けが必要な人々が利用する老人ホー

ムなどの要配慮者利用施設が含まれる危険箇所について、重点的に対策を

行うとともに、災害時における警戒避難体制の整備、建物の構造規制や立

地規制などの対策を進める。 

【総務課・保健福祉課・まちづくり振興課・都市整備課】 

 

○災害未然防止のための対策の推進 

◆宅地の大規模損壊等による被害を抑え、迅速な復旧・復興に向けた取り組

みを進めるため、土地利用の適正誘導を図るとともに、県と協力して危険

度の高い順に災害未然防止のための対策工事を進めていく。 

【総務課・まちづくり振興課・都市整備課】 

 

 

1-2-① 

 

 

 

 

1-3-① 

 

 

 

 

 

 

8-5-① 
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個別施策分野９ 環境 

推進方針 

リスク 
シナリオ
No. 

○水質保全に関する監視活動、普及啓発等 

◆野生生物にとって住みよい環境や町民の憩いの場としての自然環境を確保

するとともに、災害時に有害物質が大規模拡散・流出することのないよう、

平時から水質汚濁対策に取り組む必要があり、有害物資の貯蔵状況等に関

する情報収集や、事業者に対する普及啓発や河川浄化等に関する普及啓発

活動を実施する。 

【住民環境課】 

重要業績評価指標（KPI） 

・国場川水系の水質：環境基準に概ね適合（R2 年度）→環境基準に適合

（R7 年度） 

 

○大気汚染対策、事業者の指導 

◆野生生物にとって住みよい環境や町民の憩いの場としての自然環境を確保

するとともに、災害時に有害物質が大規模拡散・流出することのないよう、

平時から大気汚染対策に取り組み、情報収集や発生源となる事業所等の指

導等に取り組む。 

【住民環境課】 

 

○災害廃棄物処理計画の策定 

◆大規模な災害が発生した場合、大量の廃棄物が発生する恐れがある。災害

廃棄物の円滑な処理には、仮置き場、処理ルート等を想定した町災害廃棄

物処理計画を策定する。 

【総務課・住民環境課】 

 

 

7-3-① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7-3-② 

 

 

 

 

 

 

8-1-① 
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個別施策分野10 文化 

推進方針 

リスク 
シナリオ
No. 

○文化財指定地内に居住する所有者の火気使用制限を指導 

◆火災を予防するため、文化財指定地の火気使用制限を指導する。 

【生涯学習文化課】 

 

○地権者及び管理者と連携した、倒壊等の防止対策 

◆倒壊等による被害者を発生させないよう、防止対策について地権者及び管

理者が連携し、事前に対策を図る。 

【生涯学習文化課】 

 

○耐震化対策の推進、適正な維持管理 

◆文化財に関する耐震化事業の実施及び維持管理、天然記念物の適正な維持

管理に努める。 

【生涯学習文化課】 

 

○無形文化財の継承 

◆平時から地域コミュニティの活性化を図り、町の無形文化財を後世に引き

継ぐよう努める。 

【生涯学習文化課】 

 

 

8-7-① 

 

 

 

8-7-② 

 

 

 

 

8-7-③ 

 

 

 

 

8-7-④ 
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＜横断的分野＞ 

横断的分野１ リスクコミュニケーション 

推進方針 

リスク 
シナリオ
No. 

○地域防災組織の拡充（再掲） 

◆地域内で情報伝達の不備等により避難行動が遅れることのないよう、地域

防災組織の拡充に着実に取り組む。 

【総務課】 

 

○地域づくりを担う人材の育成 

◆地域コミュニティの崩壊等により復旧・復興が大幅に遅れることのないよ

う、平時から地域コミュニティの活性化を図り、住民とともに地域づくり

を担う人材の育成に努める。 

【総務課・生涯学習文化課】 

 

 

1-4-② 

 

 

 

 

8-2-① 
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横断的分野２ 老朽化対策 

推進方針 

リスク 
シナリオ
No. 

○公共施設等における耐震化対策の推進、学校施設の耐震化対策の推進、社会

福祉施設等の耐震化（再掲） 

◆生活基盤の機能維持・強化として、道路など公共施設の耐震化対策、老朽

化対策及び長寿命化対策に取り組む。 

住宅・建築物の耐震対策については、公共建築物の耐震診断を速やかに実

施し、計画的かつ重点的な耐震化の促進に取り組む。 

生活基盤の機能維持・強化として、学校施設の耐震化対策、老朽化対策等

に取り組む。 

生活基盤の機能維持・強化として、社会福祉施設等の耐震化対策、老朽化

対策等に取り組む。 

【総務課・企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課・こども課・ 

国保年金課・教育総務課・区画下水道課・生涯学習文化課】 

 

○公共施設等における耐震化対策の推進（再掲）、緊急物資輸送機能の確保（再

掲） 

◆地震等により道路や通信施設が被災し、長時間、外部からの救援が不能と

なる事態が予想されることから、孤立化等に強い施設整備及び孤立化等に

強い人づくりに取り組む必要がある。 

生活基盤を維持・強化及び孤立化等に強い施設整備などとして、孤立防止

に重要な道路など公共施設等における耐震化対策の推進、緊急物資輸送機

能の確保に着実に取り組む。 

【総務課・企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課】 

◆生活基盤の機能を維持・強化するとともに、基幹インフラの損壊による復

旧・復興の大幅な遅れや、災害時にも地域交通ネットワークが分断するこ

となどのないよう、道路など公共施設等における耐震化対策の推進、緊急

物資輸送機能の確保に着実に取り組む。 

【企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課･区画下水道課】 

◆生活基盤の機能維持・強化のため、道路など公共施設の耐震化対策、老朽

化対策及び長寿命化対策に取り組む。 

災害時の輸送手段及び代替性の確保のため、緊急輸送道路や無電柱化、沿

道建築物の耐震化等を推進する。 

【総務課・企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課・ 

生涯学習文化課・区画下水道課】 

 

 

 

1-1-④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2-① 

 

 

 

 

 

 

6-4-① 

8-3-① 

 

 

 

5-1-① 
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○公共建築物の耐震化の促進（再掲） 

◆大規模な地震発生の際に災害応急対策の拠点となる庁舎、消防署、学校の

体育館、社会福祉施設等の建築物については、耐震診断・改修等を進めて

いく必要があり、公共建築物の耐震診断を速やかに実施し、計画的かつ重

点的な耐震化の促進に取り組む。 

【総務課・企画財政課・こども課・国保年金課・まちづくり振興課・ 

都市整備課・教育総務課・生涯学習文化課・東部消防組合】 

 

○水道施設の耐震化対策（再掲） 

◆生活基盤の機能維持・強化として、上水道施設や浄水場の耐震化対策、老

朽化対策及び長寿命化対策を南部水道企業団に働きかける。 

【総務課・南部水道企業団】 

 

○水道施設の耐震化対策（再掲）・上水道の整備（再掲） 

◆上水道が長期間にわたり供給停止することのないよう、配水系統間の相互

融通、水道施設の耐震化及び更新に着実に取り組むよう、南部水道企業団

に働きかける。 

【総務課・南部水道企業団】 

 

○下水道事業（長寿命化・地震対策）（再掲） 

◆生活基盤の機能を維持・強化するとともに、災害時に下水道の有すべき機

能を維持するため、下水道施設等の耐震化対策、老朽化対策及び長寿命化

対策に取り組む。 

【区画下水道課】 

 

○農業生産基盤の長寿命化・防災減災対策 

◆農林業の振興を図るとともに、自然災害に対する機能強化及び土地改良施

設の計画的な更新・修繕のため、土地改良施設及び農業施設の長寿命化・

防災減災対策を行う。 

【産業振興課】 

 

 

2-3-④ 

2-5-③ 

3-1-① 

3-3-① 

 

 

 

 

2-1-③ 

 

 

 

 

6-2-① 

 

 

 

 

6-3-① 

 

 

 

 

 

7-2-② 
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（参考）リスクシナリオごとの事業一覧 

 

  
名称 概要 実施中／予定年度 内容 現状値 目標値（R７年度）

1 大規模災害対応力の強化 ・総務課・国保年金課 災害用備蓄品購入事業 備蓄品の整備 実施中 充足率（％） 45 100

2 地域防災組織の拡充、消防力の強化 ・総務課・東部消防組合 自主防災組織結成促進
自主防災組織結成
促進

実施中 組織件数 4 18

3 緊急物資輸送機能の確保、密集市街地等の整備改善と避難地の確保 ・総務課・まちづくり振興課・都市整備課・区画下水道課 ・市街地整備事業（土地区画整理事業） ・狭あい道路の整備 実施中

都市公園事業（黄金森公園）（津嘉山公
園）

運動施設　園路広
場、休養施設、便益
施設、管理施設

実施中

4
公共施設等における耐震化対策の推進、学校施設の耐震化対策の推進、社
会福祉施設等の耐震化

・総務課・企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課・こ
ども課・国保年金課・教育総務課・区画下水道課・生涯学
習文化課

・市街地整備事業（土地区画整理事業）
・道路等の耐震化対
策 実施中

道路メンテナンス事業（町道６８号線照屋
橋）

橋梁長寿命化修繕 実施中

橋梁等長寿命化点検事業 橋梁定期点検 Ｒ３、R４予定

公共学校施設の防災機能強化事業
児童生徒の安全確
保また、避難所として
必要な機能強化

5 民間住宅・建築物等の耐震化促進 ・まちづくり振興課・都市整備課

1 治水対策 ・総務課・まちづくり振興課・都市整備課 河川整備事業
堆積土砂の除去、草
木等処理

実施中

2 都市の浸水対策 ・まちづくり振興課・都市整備課・区画下水道課 下水道事業 都市の浸水対策 実施中

河川整備事業
堆積土砂の除去、草
木等処理

実施中

1-3
大規模な土砂災害（深層崩壊）等による
多数の死傷者の発生のみならず、後年
度にわたり町の脆弱性が高まる事態

1 土砂災害対策 ・総務課・保健福祉課・まちづくり振興課・都市整備課

1 防災情報システム等の拡充強化 ・総務課・企画財政課・産業振興課 防災行政無線システム整備等業務
システムの整備及び
維持管理等業務

実施中

2 地域防災組織の拡充（再掲） ・総務課 自主防災組織結成促進（再掲）
自主防災組織結成
促進

実施中 組織件数 4 18

1 避難方法の周知 ・総務課・まちづくり振興課 ハザードマップ整備事業 マップの更新業務 令和６年度

2 避難訓練の実施 ・総務課 町防災訓練 訓練の実施 実施中 訓練回数 1 1

3 警戒避難体制の整備 ・総務課

4 防災情報システム等の拡充強化（再掲） ・総務課・企画財政課・産業振興課 防災行政無線システム整備等業務
システムの整備及び
維持管理等業務

実施中

1 災害時における事業者等との連携強化 ・総務課・産業振興課・まちづくり振興課 災害協定締結 協定の締結 実施中

2 緊急物資輸送機能の確保（再掲） ・総務課・まちづくり振興課・都市整備課･区画下水道課
・市街地整備事業（土地区画整理事業）
（再掲）

・道路等の耐震化対
策（再掲） 実施中

3 水道施設の耐震化対策 ・総務課・南部水道企業団
4 上水道の整備 ・総務課・南部水道企業団

1
公共施設等における耐震化対策の推進（再掲）、緊急物資輸送機能の確保
（再掲）

・総務課・企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課
街路事業（津嘉山中央線）（津嘉山中央線
２工区）

現道拡幅 実施中

道路事業（町道１０号線）（町道７３号線）
（町道４８号線）

改良工事 実施中

2 地域防災組織の拡充（再掲） ・総務課 自主防災組織結成促進（再掲）
自主防災組織結成
促進

実施中 組織件数 4 18

3 防災情報システム等の拡充強化（再掲） ・総務課・企画財政課 防災行政無線システム整備等業務
システムの整備及び
維持管理等業務

実施中

1 応援体制の強化（防災対策事業） ・総務課
2 消防力の強化（再掲） ・総務課・東部消防組合
3 消防・救急従事者の育成 ・総務課・東部消防組合

4 公共建築物の耐震化の促進
・総務課・企画財政課・こども課・国保年金課・まちづくり振
興課・都市整備課・教育総務課・生涯学習文化課・東部消
防組合

公共学校施設の防災機能強化事業
児童生徒の安全確
保また、避難所として
必要な機能強化

2-4
想定を超える大量かつ長期の帰宅困難
者への水・食糧等の供給不足

1
災害時における事業者等との連携強化（再掲）、緊急物資輸送機能の確保（再
掲）

・総務課・産業振興課・まちづくり振興課・都市整備課 災害協定締結（再掲） 協定の締結 実施中

1 救急医療の充実 ・総務課・保健福祉課・国保年金課・東部消防組合
2 災害時の救急医療体制の充実 ・総務課・保健福祉課・国保年金課

3 公共建築物の耐震化の促進（再掲）
・総務課・企画財政課・こども課・国保年金課・まちづくり振
興課・都市整備課・教育総務課・生涯学習文化課・東部消
防組合

公共学校施設の防災機能強化事業
児童生徒の安全確
保また、避難所として
必要な機能強化

2-6
被災地における疫病・感染症、健康被害
等の大規模発生

1 感染症対策の推進 ・総務課・国保年金課 避難所等衛生対策用品購入事業 衛生用品の購入 実施中

予防接種事業 ワクチン接種 実施中

1 地域の防災訓練の実施 ・総務課

2 自主防災組織の設立、育成 ・総務課 自主防災組織結成促進（再掲）
自主防災組織結成
促進

実施中 組織件数 4 18

3 防災教育の実施 ・総務課 南風原町まちづくり出前講座 防災講習 実施中

4 人材の養成 ・総務課

防災意識の低さによる避難行動の遅れ
に伴う死傷者の発生

2-2
多数かつ長期にわたる孤立集落等の同
時発生

2-1
被災地での食料・飲料水等、生命に関わ
る物資供給の長期停止

1-1

1

大規模自然
災害が発生
したときでも
人命の保護
が最大限図
られる

1-5

2-3

2-5

2-7

関連事業 指標事前に備える
べき目標

起きてはならない最悪の事態
（リスクシナリオ）

対応方策 表題部 関係課

市街地での建物・交通施設等の複合的・
大規模倒壊や住宅密集地における火災
による死傷者の発生、学校や社会福祉
施設、商業・観光施設等の不特定多数
が集まる施設の倒壊・火災

1-2
異常気象等による広域かつ長期的な市
街地等の浸水

1-4
情報伝達の不備等による避難行動の遅
れ等で多数の死傷者の発生

大規模自然
災害発生直
後から救助・
救急、医療
活動等が迅
速に行われ
る（それがな
されない場
合の必要な
対応を含む）

2

自衛隊、警察、消防等の被災等による救
助・救急活動等の絶対的不足

医療施設及び関係者の絶対的不足・被
災、支援ルートの途絶による医療機能の
麻痺

地域の共助体制の機能不全により、死
傷者数が増大する事態
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名称 概要 実施中／予定年度 内容 現状値 目標値（R７年度）

1 避難行動要支援者名簿の作成 ・総務課・保健福祉課 避難行動要支援者名簿の作成
避難行動要支援者を
把握し、名簿を作成
する

平成28年度作成、29年
度更新／令和3年度更
新予定

更新 更新 更新

2 避難行動要支援者の個別支援計画の作成・運用 ・総務課・保健福祉課 個別支援計画の作成
本人の同意を得て個
別支援計画を作成す
る。

実施中 作成件数 50

3 福祉避難所の拡充と支援体制の整備 ・総務課・こども課・保健福祉課 福祉避難所の確保
福祉避難所を確保す
る。

実施中 福祉避難所数 1

4 要配慮者利用施設の避難確保計画の作成 ・総務課・こども課・保健福祉課

3-1
被災による現地の警察機能の大幅な低
下による治安の悪化

1 公共建築物の耐震化の促進（再掲）
・総務課・企画財政課・こども課・国保年金課・まちづくり振
興課・都市整備課・教育総務課・生涯学習文化課・東部消
防組合

公共学校施設の防災機能強化事業
児童生徒の安全確
保また、避難所として
必要な機能強化

3-2
信号機の全面停止等による重大交通事
故の多発

1 交通安全環境の整備 ・総務課・まちづくり振興課・都市整備課・区画下水道課 ・市街地整備事業（土地区画整理事業）
交通安全施設等の
整備

実施中

交通安全対策事業・道路維持事業
路面標示、横断防止
柵等設置、舗装補
修、側溝改良

実施中

交通安全推進事業 交通安全推進 実施中

1 公共建築物の耐震化の促進（再掲）
・総務課・企画財政課・こども課・国保年金課・まちづくり振
興課・都市整備課・教育総務課・生涯学習文化課・東部消
防組合

公共学校施設の防災機能強化事業
児童生徒の安全確
保また、避難所として
必要な機能強化

2 災害対策本部運営訓練（防災対策事業） ・総務課 町防災訓練（再掲） 訓練の実施 実施中 訓練回数 1 1

3 災害対策拠点整備 ・総務課・企画財政課

4-1
電力供給停止等による情報通信の麻
痺・長期停止

1 災害時における事業者等との連携強化（再掲） ・総務課 災害協定締結（再掲） 協定の締結 実施中

4-2
テレビ・ラジオ放送の中断等により災害
情報が必要な者に伝達できない事態

1 防災情報システム等の拡充強化（再掲） ・総務課・企画財政課 防災行政無線システム整備等業務
システムの整備及び
維持管理等業務

実施中

1
公共施設等における耐震化対策の推進（再掲）、緊急物資輸送機能の確保
（再掲）

・総務課・企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課・生
涯学習文化課・区画下水道課

・市街地整備事業（土地区画整理事業）
（再掲）

・道路等の耐震化対
策（再掲） 実施中

道路メンテナンス事業（町道６８号線照屋
橋）

橋梁長寿命化修繕 実施中

橋梁等長寿命化点検事業 橋梁定期点検 Ｒ３、Ｒ４予定

2 陸上交通基盤の整備 ・まちづくり振興課・都市整備課
街路事業（津嘉山中央線）（津嘉山中央線
２工区）

現道拡幅 実施中

道路事業（町道１０号線）（町道７３号線）
（町道４８号線）

改良工事 実施中

道路維持事業 舗装補修、側溝改良 実施中

5-2
地場産業の生産力低下による地域活力
の停滞

1 地域活力の活性化 ・産業振興課

1 災害時における事業者等との連携強化（再掲） ・総務課・産業振興課・まちづくり振興課 災害協定締結（再掲） 協定の締結 実施中

2 農業生産基盤の整備 ・産業振興課

6-1
電力供給ネットワーク（発変電所、送配
電設備）や石油・LPガスサプライチェーン
の機能の停止

1 安定したエネルギーの確保（再掲）、電力エネルギーの安定供給 ・総務課・産業振興課

1 水道施設の耐震化対策（再掲） ・総務課・南部水道企業団

2 上水道の整備（再掲） ・総務課・南部水道企業団

6-3
汚水処理施設等の長期間にわたる機能
停止

1 下水道事業（長寿命化・地震対策） ・区画下水道課
・下水道事業
・農業集落排水（機能強化対策）事業

・下水道長寿命化
及び耐震化

・実施中及び取り組む
予定

1
公共施設等における耐震化対策の推進（再掲）、緊急物資輸送機能の確保
（再掲）

・企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課･区画下水道
課

・市街地整備事業（土地区画整理事業）
（再掲）

・道路等の耐震化対
策（再掲） 実施中

道路メンテナンス事業（町道６８号線照屋
橋）

橋梁長寿命化修繕
計画

実施中

2 地域特性に応じた交通・輸送基盤の整備 ・総務課・まちづくり振興課・都市整備課
街路事業（津嘉山中央線）（津嘉山中央線
２工区）

現道拡幅 実施中

道路事業（町道１０号線）（町道７３号線）
（町道４８号線）

改良工事 実施中

道路維持事業 舗装補修、側溝改良 実施中

対応方策 表題部 関係課
関連事業 指標事前に備える

べき目標
起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ）

大規模自然
災害発生直
後から救助・
救急、医療
活動等が迅
速に行われ
る（それがな
されない場
合の必要な
対応を含む）

2

5

大規模自然
災害発生後
であっても、
経済活動
（サプライ
チェーンを含
む）を機能不
全に陥らせ
ない

6

大規模自然
災害発生後
であっても、
生活・経済
活動に必要
最低限の電
気、ガス、上
下水道、燃
料、交通ネッ
トワーク等を
確保するとと
もに、これら
の早期復旧
を図る

3

大規模自然
災害発生直
後から必要
不可欠な行
政機能は確
保する

4

大規模自然
災害発生直
後から必要
不可欠な情
報通信機能
は確保する

5-1
サプライチェーンの寸断、基幹的交通ネッ
トワークの機能停止等による地域経済活
動の低下

2-8
要配慮者及び避難行動要支援者への支
援が不足する事態

3-3
町の職員・施設等の被災による機能の
大幅な低下

5-3 食料等の安定供給の停滞

地域交通ネットワークが分断する事態6-4

6-2
上水道等の長期間にわたる供給停止、
異常渇水等により用水の供給の途絶
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名称 概要 実施中／予定年度 内容 現状値 目標値（R７年度）

7-1
市街地での大規模火災の発生、沿線・沿
道の建物倒壊による直接的な被害及び
交通麻痺

1 密集市街地等の整備改善と避難地の確保（再掲） ・まちづくり振興課・都市整備課
都市公園事業（黄金森公園）（津嘉山公
園）

運動施設　園路広
場、休養施設、便益
施設、管理施設

実施中

1 ため池等整備（農地及び農業用施設の保全） ・まちづくり振興課
2 農業生産基盤の長寿命化・防災減災対策 ・産業振興課

1 水質保全に関する監視活動、普及啓発等 ・住民環境課 国場川水系合同水質調査委託事業 年2回水質調査実施 実施中 環境基準の適合 概ね適合 環境基準の適合

2 大気汚染対策、事業者の指導 ・住民環境課 野焼き等への対応 随時見回り対応実施 実施中

1 農地及び農業用施設の保全 ・まちづくり振興課・産業振興課 土地改良施設維持管理適正化事業
農業水利施設の定
期的整備修繕

2 耕作放棄地発生防止の対策 ・まちづくり振興課・産業振興課

7-5
風評被害等による地域経済等への甚大
な影響

1 防災情報システム等の拡充強化（再掲） ・総務課・企画財政課 防災行政無線システム整備等業務
システムの整備及び
維持管理等業務

実施中

1 災害廃棄物処理計画の策定 ・総務課・住民環境課 災害廃棄物処理策定事業

災害時の廃棄物処
理について指針を定
め、適正かつ円滑に
災害廃棄物を処理す
るための計画策定

計画策定作業中/令和
4年度

2 災害時における事業者等との連携強化（再掲） ・総務課・住民環境課・産業振興課 災害協定締結（再掲） 協定の締結 実施中

1 地域づくりを担う人材の育成 ・総務課・生涯学習文化課 南風原町公民館連絡協議会

公民館相互の情報
交換、実践発表公民
館活動に関する調査
研究並びに先進地域
等の視察

実施中

2 地域防災組織の拡充（再掲） ・総務課 自主防災組織結成促進（再掲）
自主防災組織結成
促進

実施中 組織件数 4 18

1
公共施設等における耐震化対策の推進（再掲）、緊急物資輸送機能の確保
（再掲）

・企画財政課・まちづくり振興課・都市整備課･区画下水道
課

・市街地整備事業（土地区画整理事業）
（再掲）

・道路等の耐震化対
策（再掲） 実施中

道路メンテナンス事業（町道６８号線照屋
橋）

橋梁長寿命化修繕
計画

実施中

2 地域特性に応じた交通・輸送基盤の整備（再掲） ・総務課・まちづくり振興課・都市整備課
街路事業（津嘉山中央線）（津嘉山中央線
２工区）

現道拡幅 実施中

道路事業（町道１０号線）（町道７３号線）
（町道４８号線）

改良工事 実施中

8-4
広域・長期にわたる浸水被害の発生によ
り復旧・復興が大幅に遅れる事態

1 都市の浸水対策（再掲） ・まちづくり振興課・都市整備課 河川整備事業
堆積土砂の除去、草
木等処理

実施中

8-5
宅地の大規模損壊等により復旧・復興が
大幅に遅れる事態

1 災害未然防止のための対策の推進 ・総務課・まちづくり振興課・都市整備課

1 公共施設の避難所機能拡充 ・総務課
2 関係団体等との連携強化 ・総務課
3 福祉避難所の拡充と支援体制の整備（再掲） ・総務課・こども課・保健福祉課・国保年金課
1 文化財指定地内に居住する所有者の火気使用制限を指導 ・生涯学習文化課
2 地権者及び管理者と連携した、倒壊等の防止対策 ・生涯学習文化課
3 耐震化対策の推進、適正な維持管理 ・生涯学習文化課

4 無形文化財の継承 ・生涯学習文化課 伝統芸能保存育成事業

伝統芸能の育成を図
るため、伝統芸能保
持団体である自治会
への道具・衣装・楽
器・面玩具等の備品
の購入に対し補助す
る。

実施中 実施自治会件数 2 4

南風原町民俗芸能交流会開催事業

町内各地にある伝統
芸能を披露する場、
他地域と交流する場
を設け、新たな世代
へ地域の伝統芸能を
継承し、地域活性化
を図るため南風原町
民俗芸能交流会を行
う。

実施予定 開催回数 0 1

関連事業 指標事前に備える
べき目標

起きてはならない最悪の事態
（リスクシナリオ）

対応方策 表題部 関係課

8

大規模自然
災害発生で
あっても、地
域社会・経
済が迅速に
再建・回復で
きる条件を
整備する

7

制御不能な
二次災害を
発生させな
い

7-3 有害物質の大規模拡散・流出

7-2
ため池、農業施設、防災施設等の損壊・
機能不全による二次災害の発生

7-4 農地・森林等の荒廃による被害の拡大

8-6
避難所等の機能不全等により被災者の
生活が困難となる事態

8-7
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地
域コミュニティの崩壊等による有形・無形
の文化の衰退・損失

8-1
大量に発生する災害廃棄物の処理の停
滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態

8-2
地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等
により復旧・復興が大幅に遅れる事態

8-3
基幹インフラの損壊により復旧・復興が
大幅に遅れる事態


